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                                                          　　　　年　　月　　日

愛知県知事　　大 村 秀 章 殿

                                     所在地
                                     名　称
                                     代表者職・氏名　                     

未来のデジタル利活用人材育成事業　企画提案書

標記業務について、業務を受託したいので、募集要項、仕様書に記載された事項を全て　　承知のうえで、別添のとおり関係書類を添えて企画提案書を提出します。

なお、提案にあたり下記事項について誓約します。

記

＜誓約事項＞

 提案者は業務委託先募集要項に記載する応募資格を全て満たしていること。

	項　　　　　目
	チェック

	愛知県内に本社・支社等事業所を有する法人その他の団体であること。
	はい・いいえ

	地方自治法施行令第167条の4の規定に該当しない者であること。
	はい・いいえ

	企画提案書の提出期限の時点において、5年以内に小・中学生を対象とした同種のイベントの開催実績があること。
	はい・いいえ

	企画提案書の提出期限の時点において、愛知県から「愛知県会計局指名停止取扱要領」に基づく指名停止処分を受けていないこと。
	はい・いいえ

	「愛知県が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成24年6月29日付け愛知県知事等・愛知県警察本部長締結）に基づく排除措置を受けていないこと。
	はい・いいえ

	民間企業、ＮＰＯ法人、その他の法人（公益法人、独立行政法人、事業協同組合など）又は法人以外の団体等（権利能力なき社団、有限責任事業組合など）であって、総勘定元帳及び現金出納簿等の会計関係帳簿類を整備していること。
	はい・いいえ

	国税及び地方税を滞納していないこと。
	はい・いいえ

	宗教活動や政治活動を目的とした団体ではないこと。
	はい・いいえ


＜担当者連絡先＞
	所属（部署名）
	

	住　所
	

	役職名・氏名
	

	電　話
	
	ＦＡＸ
	

	E-mail
	


１　提案者の概要

	事業者名
	

	代表者職・氏名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	従業員数
	

	現在の事業内容
	


２　事業実施方法

（１）本事業の全体方針

※　仕様書及び募集要項の内容を踏まえ、貴団体・事業所の特色を生かした本事業への全体方針（基本方針、目標、特徴・アピールポイントなど）を記載してください。

（２）事業実施体制（組織体制図）及び役割分担

※　総括責任者のほかに、事業実施担当者として知識・実績等を持つ経験のある者を充て、円滑かつ柔軟に対応できる体制となるよう記載してください。また、協力が必要となる企業や組合等（以下「協力団体」という）があれば、明確に記載してください。
（３）事業計画スケジュール
　 ※ 契約締結後、協力団体に協力を依頼し、早期に実施競技・内容を決め、大会を実施できるよう、貴団体・事業所が想定するスケジュールを記載してください。
３　提案内容

※　以下の項目について、提案者において実現可能な提案を記載してください。
（１）実施する競技の提案
※　以下の点に留意して、提案内容を別表に記載してください。
○対象者の年齢・学年に適した内容とすること。加えて対象者層に興味や参加意欲を促す内容とすること。
○各競技において、参加者がモノづくりやデジタル技術の楽しさ・魅力を実感できるポイントが何であるかを記載すること。
○優劣を競うための指標が何であるかを記載すること。
（２）大会の運営体制について

　　※　以下の点に留意して、大会を円滑・安全に進めるための方法を記載してください。
○競技管理スタッフ、採点スタッフ、指導スタッフ等、どのような役割の者を何人配置するか、配置人員の考え方を記載すること。
○参加者が安全に競技を行えるよう、例えば監視スタッフを配置する等、安全な環境づくりを整えるとともに、傷害保険加入等、有事の際の対応についても検討すること。
○県高等技術専門校で開催することを踏まえたプログラムを提案すること。
（３）大会の参加者募集について
　　※　参加者を集めるための周知方法（広報媒体、周知方法・時期等）について記載してください。
（４）事前指導について
※　希望する中学校に対して、競技力を向上させるための事前指導の計画、工夫する点について記載してください。
（５）その他
※　（１）～（４）に規定のない事項について、本事業の実施効果を高めるための効果的な提案があれば、記載してください。
※　または、受託事業の一部を再委託する場合、その事業内容、理由、事業費などを具体的に記載してください。

４　添付資料

・経費積算書（任意様式）

※積算上の注意事項金額は税込み表記としてください。
委託決定後に、提案内容等を勘案して実施内容を決定するため、委託契約額が見積額と同じになるとは限りません。
各経費の積算単価は、原則として各事業者の諸規定によるものとします。
・社会的価値の実現に資する取組に関する申告書（様式２）
　※申告内容に応じ、必要となる添付書類の写しを添付
・提案者の概要が分かる資料（定款、会社パンフレット、会員名簿等）
・直近2か年の決算報告書
・過去5年間に実施した同種事業の実績等がわかるもの
・納税証明書（国税、県税、市町村税について、応募時から過去１年以内に未納税額がないことの証明）
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